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申請書類の注意点

CM-SSC補助金事務局

重要鉱物に係るサプライチェーン強靱化事業

2026年6月2日 更新版
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更新日時 更新箇所 更新内容

2026年6月1日 ④事前着手届出書（8ページ） （任意）を（該当者のみ）に修正

2026年6月1日 ⑤申請合意書（9ページ） （必須）を（該当者のみ）に修正

2026年6月1日 ⑨暴力団排除宣誓書（13ページ） （規定のPDF）を（Word）に修正

2026年6月2日 ⑥履歴事項全部証明書(10ページ) ページ追加

2026年6月2日 ⑦直近2期分の決算書(11ページ) ページ追加

2026年6月2日 ⑩その他の取組を証する資料(14ページ) ページ追加

更新履歴

※申請内容に関わる更新内容のみ記載しています。
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提出書類 フォーマット 提出書類名 補足事項

必須 あり ➀ 事業者登録フォーム ウェブサイトより最新版をダウンロードし、必要事項を記入

必須 あり ② 事業計画書 ウェブサイトより最新版をダウンロードし、必要事項を記入

必須 あり ③ 収支計画書 ウェブサイトより最新版をダウンロードし、必要事項を記入

必須 あり ③ 収支計画書 別紙明細 ウェブサイトより最新版をダウンロードし、必要事項を記入

該当者のみ あり ④ 事前着手届出書 ウェブサイトより最新版をダウンロードし、必要事項を記入

該当者のみ あり ⑤ 申請合意書 共同出資等で実施の場合、要提出

必須 なし ⑥ 履歴事項全部証明書 発行日より6か月以内のものに限る

必須 なし ⑦ 直近2期分の決算書 貸借対照表と損益計算書のみ

必須 あり ⑧ 実施体制図 本事業に係る社名、関係性を記入

必須 あり ⑨ 暴力団排除宣誓書 ウェブサイトより最新版をダウンロードし、必要事項を記入

該当者のみ なし ⑩ その他の取組を証する資料
加点審査項目で根拠となる資料やその他で該当する根拠とな

る資料を要提出

◆ 申請時の書類一覧 （公募要領28頁参照）

申請時に提出が必要な書類について

次頁より各書類について必要事項や注意点等記載しておりますので必ず目を通して頂いた上で記載ください。
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①事業者登録フォーム（必須）

本事業の申請主幹事会社として必要な

事項を記入ください。

フォーマット（Word)を記入し、提出ください。
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②事業計画書（必須） フォーマット（PPT)を記入し、提出ください。

・本事業実施にむけてどのよう

な事を実施するのか、計画し

ているのかを事業計画書に詳

細記入ください。

・事業計画書は基礎審査項

目と加点審査項目に分かれ

ており、各項目に本事業の計

画として決まっている内容、前

提条件での事項等記載くださ

い。

・各問に対して内容に空欄、未

記入がある場合は採点を実施

する際に点数として加点されま

せんので該当する内容を必ず

記入ください。
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③収支計画書（必須）

必要な事項を記入ください。

総括表の内訳に記入した

額が反映されます。

フォーマット（Xlsx)を記入し、提出ください。



7

③収支計画書 別紙明細（必須）

単価× 数量」で極力記載ください。

特に人件費は実績単価ではなく、

健保等級単価表に基づき、概要す

る額を記載の上、計算してください。

事前着手届出の場合はチェックを

し、発注日を記載ください。

費目記載の根拠となる資料（見

積書等）の提出される場合には

チェックください。

税抜きの額を記載ください。

本事業での対象外となる費用も

記載ください。

フォーマット（Xlsx)を記入し、提出ください。
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④事前着手届出書（該当者のみ）

事前着手の申請が必要な場合、この

届出書が必須となり、この届出がない

場合は交付決定日前に契約した費用、

発注した費用、支払った費用は対象

外となります。

事前着手の申請が必要な事項を記入く

ださい。

特に3のやむを得ないと判断される特段の

事由の説明についても必須となり、空欄

や不明瞭な場合は認められない場合も

ありますので必ず記載ください。

フォーマット（Word)を記入し、提出ください。
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⑤申請合意書（該当者のみ）

代表者名およびサインは、必ずし

も当該法人の代表者である必要

はなく、当該事業に関し代表権を

有している者の氏名およびサイン

で結構です。

コンソーシアム（グループ申請）では幹事会

社を決めて頂き、主幹事会社として申請を

行っていただく必要があります。

コンソーシアムに参加する事業者はこの合意書

の内容をよくお読みいただき、記載の上、サイン

をしてください。

フォーマット（Xlsx)を記入し、提出ください。



発行日より6か月以内であるかをご確認ください。

コンソーシアムでの申請が基本となりますので、

原則提出が必要な書類です。
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⑥履歴事項全部証明書(必須) 



⑦直近2期分の決算書(必須)
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貸借対照表と損益計算書のみが

対象です。主幹事会社の2期分を

ご提出ください。

コンソーシアム内で利益排除を行う場合

は該当事業者分の直近の決算書を

追加で提出いただきます。
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⑧実施体制図（必須）

コンソーシアム（グループ申請）に参加社を記

載ください

申請社（主幹事会社）内の人員の役割、

具体的な内容を記載ください

申請社（主幹事会社）以外のコンソーシア

ム内会社の人員の役割、具体的な内容を記

載ください

フォーマット（Xlsx)を記入し、提出ください。
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⑨暴力団排除宣誓書（必須） フォーマット（Word）を利用ください。

事業者の会社名、住所、代表者の
役職及び氏名を記入ください。
（直筆かどうかは問いません）



⑩その他の取り組みを証する資料(任意)
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・加点審査項目での根拠資料(各性能評価の行程表、社内事業計画書 等)

・その他に該当する根拠資料(見積書、発注書、契約書、請求書。支払い証憑、認定書 等)

                    

                    など
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